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医政発 0401 第５号 

令和７年４月１日 

 

 

 

各 都道府県知事 殿 

 

 

  厚生労働省医政局長   

（公  印  省  略） 

 

 

 

令和７年度（令和６年度からの繰越分）医療施設等経営強化緊急支援事業の実施につ

いて 

 

 

 

標記の事業については、別紙「医療施設等経営強化緊急支援事業実施要綱」（以下「実

施要綱」という。）により行うこととしたので通知する。 

 なお、貴管下関係者に対しては、貴職からこの旨通知されたい。 

  



2 

別紙 

 

医療施設等経営強化緊急支援事業実施要綱 

 

１．生産性向上・職場環境整備等支援事業 

（１）事業の目的 

本事業は、人材確保が喫緊の課題となっている中で、限られた人員でより効率

的に業務を行う環境の整備費用に相当する金額を、給付金として支給することに

より、業務の生産性を向上させ、職員の処遇改善につなげることを目的とする。 

（２）事業の実施主体 

都道府県、市区町村、病院、有床診療所（医科・歯科）、無床診療所（医科・歯

科）及び訪問看護ステーションその他厚生労働大臣が認める者とする。 

（３）事業の内容 

令和７年３月 31 日時点でベースアップ評価料を届け出ている病院、有床診療

所（医科・歯科）、無床診療所（医科・歯科）及び訪問看護ステーション（以下「対

象施設」という。）において、令和６年４月１日から令和８年３月31日までの間

に、業務の効率化や職員の処遇改善を図る。 

（４）事業の支給額 

（病院・有床診療所(※)）許可病床数×４万円 

（ 無 床 診 療 所 ）１施設×18 万円 

（ 訪問看護ステーション ）１施設×18 万円 

※許可病床数が４床以下の有床診療所は１施設×18万円を支給する。 

（５）留意事項 

（５－１）給付金の支給対象となる取組について 

以下の取組のいずれか（複数可）を支給対象とする。 

（ＩＣＴ機器等の導入による業務効率化） 

タブレット端末、離床センサー、インカム、ＷＥＢ会議設備、床ふきロ

ボット、監視カメラ等の業務効率化に資する設備の導入 

（タスクシフト／シェアによる業務効率化） 

医師事務作業補助者、看護補助者等の職員の新たな配置によるタスクシ

フト／シェア 

（給付金を活用した更なる賃上げ） 

処遇改善を目的とした、既に雇用している職員の賃金改善 
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（５－２）給付金の支給について 

① 給付金の支給を受けようとする対象施設は、都道府県に対して、別添様式

「支給申請書兼口座振込依頼書」及び別紙様式１「生産性向上・職場環境整

備等支援事業申請書」を添えて申請を行う。 

② 給付金の支給を受けた対象施設は、都道府県が定める日までに、別紙様式

２「生産性向上・職場環境整備等支援事業実績報告書」を添えて報告を行う。 

③ 都道府県は、給付金の支給について、可能な限り速やかに開始できるよう

努めた上で、申請受付開始日や申請期限を決定するものとする。 

④ 「令和６年度医療施設等経営強化緊急支援事業（令和７年２月12日 医政

発 0212 第５号）」に規定する「１．生産性向上・職場環境整備等支援事業」

の対象として支給金の給付を受けた対象施設は対象外とする。 

 

（５－３）給付金の返還について 

都道府県は、給付金の支給を受けた開設者又は開設者であった者が以下のい

ずれかに定める事項に該当する場合、支給を行った給付金全額の返還を求める。 

① 都道府県において、対象施設から報告があった申請内容が明らかに事業の

目的に合致していないと認められる場合。 

② 申請内容を偽り、その他不正の手段により給付金の支給を受けたと認める

場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


